
令和８年度版

ひたちなか市

ひたちなか市社会福祉協議会

第２次ひたちなか市

地域福祉計画・地域福祉活動計画

実施計画
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１ 地域福祉への理解・参加促進

２ 地域福祉の担い手育成・活動支援

３ 助け合い「くらし」を支える

１ 充実した情報提供

２ 包括的な相談体制の構築・連携の強化

１ ボランティア・地域福祉団体への助成等

１ 更生保護団体等への活動支援

２ 犯罪や非行の防止と更生への理解促進

３ 地域の中での自立した生活を送れるよう支援

【基本理念】 【基本目標】 【基本施策】

４ 安全で住みよい地域社会の実現‐再犯防止の推進‐

（ひたちなか市再犯防止推進計画）

３ ボランティア・地域福祉活動の活性化

２ 誰もが安心して利用できる福祉の推進

１ ふれあいと助け合いのある地域づくり
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
1 地域福祉課

地域福祉

座談会

市・社協

協働事業

市と社協でさまざまな立場の方に

「福祉のまちづくりのための意見交

換の場」を提供し，地域福祉につい

て考える機会として開催する。

参加者に占め

る30歳代以下

の割合

6か所

86名参加

/27%

（２ヵ所コロ

ナ感染拡大等

のため中止）

8か所

97名参加

/30%

8か所

129名参加

/30%

8か所

105名参加

/24%

3か所

45名参加

/23％

周知方法や開催テーマを

検討し，事業を継続する。

・30代以下の参加者35％

　以上

・１か所あたりの参加者

　25名以上

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
2 地域福祉課

地域福祉

推進体制

整備事業

（委託）

社協

すべての住民が住み慣れた地域で誰

もが支え合い，助け合う中で安心し

て生活を送るため，各中学校区単位

（概ね９地区を想定）において地域

の福祉課題について話し合い，地域

で解決できる体制（地域福祉協議

体）をつくる。

市内地域福祉

協議体設置総

数

1 1 2 3 3
理解が得られるよう，細や

かな事業説明を継続する。
7か所

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
3 障害福祉課

障害者

理解促進

（委託）

社協

障害者等が日常生活及び社会生活を

営む上で生じる社会的障壁の除去と

合理的配慮の提供促進を図るため，

地域住民を対象とする理解促進講座

の開催や広報活動等を行う。

市民対象講座

受講者数

171人

（７回）

264人

（16回）

146 人

（6回）

291人

（10回）

314人

（12回）

より多くの市民に事業の周

知を図り，講座等への参加

を促す。

受講者数500人以上

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
4 障害福祉課

福祉の店連

絡協議会

「人来鳥

（うぐい

す）の杜」

活動支援

-

市内の障害福祉サービス事業所が協

議会を組織し，障害のある方が商品

の作製，販売，PRを行うことを支援

する。

- - - - - - 継続して事業を実施 -

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
5 高齢福祉課

福祉施設

管理業務

（委託）

社協

60歳以上の高齢者に対して，各種の

相談に応ずるとともに，健康の増

進，教養の向上及びレクリエーショ

ンのための便宜を総合的に供与する

場である老人福祉センターの適切な

施設運営を実施する。

利用者数 9,137 14,588 12,698 14,852 15,277
令和8年度末で用途廃止す

る。
-

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
6

社協

地域福祉課
善意銀行 -

市民からの金品の預託を受け、預託

者の意向により指定預託として払出

しをする。また、善意銀行運営事業

についてはボランティア活動セン

ター運営委員会で事業報告を行う。

- - - - - - 継続して事業を実施
福祉ひたちなか等広報誌によ

る啓発活動

1-1 地域福祉への理

解・参加促進
7

社協

地域福祉課

社会福祉

大会
-

社会福祉活動の推進に貢献された個

人、団体の方の表彰及び市民への福

祉の啓発啓蒙として福祉講演会を開

催

表彰者及び一

般市民

表彰：41名,6

団体

感謝：21名,6

団体

表彰：38名,4

団体

感謝：25名,5

団体

表彰：24名,4

団体

感謝：30名,6

団体

表彰：31名,1

団体

感謝：8名,3

団体

表彰：31名,1

団体

感謝：8名,3

団体

継続して事業を実施
個人の表彰80名、団体表彰20

団体

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
8 地域福祉課

地域の

たまり場

創出支援

市・社協

協働事業

地域の方々による気軽に誰もが立ち

寄れる場づくり（サロン）の周知を

行い，地域で活動を始めたい方々の

後押しができるよう支援する。ま

た，市内のサロンの活動状況を詳細

に把握し，サロン運営者同士の情報

交換の機会とする。

サロンフェス

ティバル来場

者数

HPアクセス

数：3050

※オンライン

開催

HP動画視聴

回数：計365

回（3本）

プチサロン来

場者数：計49

名（高齢者・

子育て）

※ハイブリッ

ド形式で開催

69名

（うち各サロ

ンからスタッ

フとして16

名）

100名

（うち各サロ

ンからスタッ

フとして14

名）

152名

（うち各サロ

ンからスタッ

フとして17

名）

継続して事業を実施

サロンフェスティバルの来場

者の増加及び，その後の各サ

ロンの参加者の増加。

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
9 地域福祉課

人材育成

講座

市・社協

協働事業

地域において活躍できる人を発掘・

育成し，それぞれの目指す活動と

マッチングを図っていく。

受講者の受講

後の活動
継続 継続 継続 継続 継続

講座の内容を，やりたい活

動の実現に向け，より具体

的に考えられるものとなる

ようにしていく。

受講生が，やりたい活動と繋

がる機会の増加。受講後の

市・社協によるフォローアッ

プの充実。

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
10 地域福祉課

民生委員

活動支援
-

連合民生委員児童委員協議会及び単

位民生委員児童委員協議会の事務局

として，民生委員・児童委員の活動

を支援し，活動しやすい環境をつく

る。

民生委員・児

童委員　欠員

数

3

（定数246）

4

（定数245）

2

（定数245）

0

（定数245）

10

（定数245）

民生委員児童員活動の周知

に取り組む。
欠員　０

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
11 障害福祉課

心身障害者

（児）

スポーツ

大会

-

障害者（児）の社会参加促進とボラ

ンティア活動の推進を目指して，市・

社協共催によりスポーツ大会を開催

する。

参加者数 中止 116 204 185 186

ボッチャや卓球バレーなど

障害者（児）でも取り組み

やすい種目を中心に開催

し，参加者数の増加を図

る。

継続的な実施

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
12 障害福祉課

手話奉仕員

等養成研修

（委託）

社協

手話講座や要約筆記講座を開催し，

手話・要約筆記ができる担い手の養

成を行う。

受講者数
手話17人

要約筆記11人

手話20人

要約筆記6人

手話17人

要約筆記8人

手話20人

要約筆記10人

手話21人

要約筆記14人
受講者数の増加を目指す 前年実績以上

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
13 障害福祉課

障害者

福祉団体

への支援

-

障害者福祉団体の自主活動へ協力

し，継続的な活動ができるように支

援する。

- - - - - - 継続して事業を実施 -

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
14 高齢福祉課

ときめき

元気塾

元気アップ

サポーター

の会

自治会から推薦を受け市長が委嘱し

た保健推進員等が元気アップサポー

ター育成コースを受講し元気アップ

サポーターとなり，参加者が歩いて

行ける身近な自治会集会所等におい

てときめき元気塾を開催できるよう

支援する。

実施自治会数

38

（5か所コロ

ナ感染拡大等

のため中止）

39

（3か所コロ

ナ感染拡大等

のため中止）

38 37 35

今後も自治会においてとき

めき元気塾を継続できるよ

う，元気アップサポーター

の指導力向上を目的とした

研修会を企画したり，R8年

度から公募制を導入し，新

規サポーターの育成に力を

入れていく。

38か所
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
15 高齢福祉課

シルバー

リハビリ

体操

シルバーリ

ハビリ体操

指導士会

シルバーリハビリ体操指導士会によ

る高齢者の介護予防・生活能力維持

を目的とした，地域の誰もが通える

体操教室（通いの場）を開催できる

よう支援する。

開催箇所数

延べ参加者数

11教室

1,931人

13教室

4,738人

13教室

6,079人

13教室

7,649人

13教室

8,722人

体操教室の継続を図るた

め，体操指導ができる指導

士の確保として，３級指導

士の養成講習会を実施して

いく。

15教室

10,000人

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
16 高齢福祉課

介護予防ポ

イント事業

（つるかめ

ポイント事

業）

６５歳以上の市民を対象に，市が実

施する介護予防事業（委託も含む）

への参加や，当該事業へのボラン

ティア活動を実施した者に，褒賞品

と交換することのできるポイントを

付与することにより，介護予防の推

進と地域交流を図ることを目的とす

る。

ポイント交換

者数
- - -

つる（ボラン

ティア）ポイ

ント交換者：

実191人，

かめ（活動・

教室参加）ポ

イント交換

者：実907人

つる（ボラン

ティア）ポイ

ント交換者：

実238人，

かめ（活動・

教室参加）ポ

イント交換

者：実1,163

人

R7からつるポイントの対象

を40歳以上の市民とする。

R8からかめポイントは健康

推進課で実施する元気アッ

プポイントとして集約する

とともに，対象ボランティ

アに介護施設でのボラン

ティアを追加し，活動の拡

充を図る。

つるポイント交換者700人

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
17 高齢福祉課

ワイワイ

ふれあい館
-

地域住民の健康づくりや生きがいづ

くり，高齢者と児童との世代間のふ

れあい交流活動を提供する場として地

域住民が運営するワイワイふれあい

館を支援する。

利用者数 2,680 3,430 3,771 4,238 4,168

周辺地域においてサロン活

動が活発化しているため，

今後の活動方針について実

施団体と協議しながら慎重

に検討する

4,500

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
18

子ども政策

課

子育て

サロン等の

地域活動

支援

-

地域の絆による子育て支援の推進を

図るため，子育てサロンの訪問や保

育士による出前保育の実施，及びつ

どいのひろば連絡会研修会の開催に

より，その活動を支援する。

子育てサロン

数
14 16 14 14 14

子育てサロンの運営に関す

る相談支援や，各所の交流

を図り，子育てサロン全体

の活性化を図る。

18

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
19

社協

地域福祉課

ボランティ

ア活動に対

する支援

-

個人や団体からボランティアに関す

る様々な相談に応じ，ボランティア

の受け入れ側の体制等を整え，紹

介・調整を行い活動の場の推進を

図っていく。また，ボランティアに

興味がある人が活動するきっかけと

なる講座を開催し，継続的な活動が

できるように支援していく。

相談件数 489 550 556 658 341 継続して事業を実施

コロナ禍で活動が制限されて

きたこともあり、活動への

ハードルが高くなってきてい

るため、社協で実施している

事業時に声掛けを行い、参加

を促す。
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
20

社協

地域福祉課

ボランティ

ア活動セン

ター

-

ボランティア活動センターに登録して

いる各団体の活動しやすい環境づく

りと，活動上のさまざまな相談に応

じる。

各団体同士の情報交換・交流・学習

や協働活動を進めることを目的とし

た「ひたちなか市ボランティア連絡

協議会」の運営を支援する。

登録数 79 77 72 68 74 継続して事業を実施

新規立ち上げボランティア団

体には、ボランティア連絡協

議会の加入促進を図る。

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
21

社協

地域福祉課

ボランティ

アスクール
-

子どもが高齢者や障害のある方々と

のふれあいをとおして，福祉やボラ

ンティアについて関心と理解を深め

る場を提供する。

受講者数 25 69 80 115 99 継続して事業を実施

児童が参加しやすいように夏

休み期間に計画し、実施して

いく。

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
22

社協

地域福祉課

福祉教育

活動校
-

福祉体験を通じて障害への理解を深

め，誰もがその人らしく暮らせる街

づくりを目指し，市内小中学校を中

心に福祉教育活動を実践していく。

実施学校数 26 26 26 26 28 継続して事業を実施 26

1-2 地域福祉の担い

手育成・活動支援
23

社協

地域福祉課

高齢者

クラブの

育成支援

-

市内の高齢者クラブの活動支援と高

齢者クラブ連合会の事務局として，

各種事業の企画運営・実施・連絡調

整を図る。

高齢者クラブ

数
65 63 61 62 60

クラブが退会せず継続でき

るよう、情報提供・相談等

をおこなう。

新規加入向けに、ニュース

ポーツを取り入れる。

クラブの継続（60クラブ以

上）
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針

1-3 助け合い「くら

し」を支える

24

-1
障害福祉課

意思疎通

支援事業

一般社団法

人茨城県聴

覚障害者協

会

意思疎通を図ることが困難な聴覚障

害者に手話通訳者，要約筆記者を派

遣する。

派遣数
手話305件

要約筆記6件

手話290件

要約筆記17件

手話296件

要約筆記14件

手話276件

要約筆記21件

手話324件

要約筆記9件

安定的に派遣できるよう委

託先と連携を図る
実施

1-3 助け合い「くら

し」を支える

24

-2
障害福祉課

意思疎通

支援事業

株式会社プ

ラスヴォイ

ス

意思疎通を図ることが困難な聴覚障

害者にスマートフォンやタブレット

等を介して遠隔手話通訳サービスを

提供する。

登録者数 - - - - 26人

手話通訳を必要とする方へ

の周知活動を行い登録者数

の増加を図る

50人

1-3 助け合い「くら

し」を支える
25 障害福祉課

身障者等用

駐車場

利用証交付

-

障害者や高齢者，妊産婦等が公共施

設やショッピングセンター等に設置

されている身障者等用駐車場（車い

すマーク駐車場）を利用しやすくする

ため，専用の利用証を交付する。

交付数 934 1,017 1,014 985 1,077 引き続き交付していく 実施

1-3 助け合い「くら

し」を支える
26 障害福祉課

ヘルプマー

ク及びヘル

プカードの

配布

-

外見からは分からなくても援助や配

慮を必要としている者が，そのこと

を周囲の人に知らせるためのヘルプ

マーク及び援助や配慮が必要なこと

を記入しておいて必要時に提示するヘ

ルプカードを配布する。

交付数 626 700 349 535 525

ヘルプマークとヘルプカー

ドの普及啓発に取り組むと

ともに，交付窓口の周知に

より利用促進を図る。

780

1-3 助け合い「くら

し」を支える
27 高齢福祉課

成年後見

制度利用

促進

社協

成年後見制度の普及啓発や利用支援

のため，中核機関（社会福祉協議

会）を中心として，親族後見人や市

民後見人等の活動支援を行う。

成年後見制度

利用者数
97 109 100 107 125

市政ふれあい講座や相談会

の実施，関係者への広報

等，市民に対し成年後見制

度を周知する場を設けるこ

とにより，制度の利用促進

に繋げていく。

159

1-3 助け合い「くら

し」を支える
28 高齢福祉課 愛の定期便

（株）豊

ミルク

センター

・

水戸

ヤクルト

販売（株）

安否確認の必要な70歳以上のひとり

暮らしの高齢者等を対象に，乳製品

を概ね1日おきに配布し，健康保持や

孤独感の解消を図りながら，安否確

認を行う。

利用者数 639 602 593 558 539

高齢者に対し，本事業内容や目

的の周知を行うことで事業利用

の促進を図る。

また，利用状況調査やアンケー

ト等を実施しながら，サービス

向上に努めていく。

539

1-3 助け合い「くら

し」を支える
29 高齢福祉課

小地域

ネット

ワーク

社協

70歳以上のひとり暮らし高齢者や65

歳以上の虚弱なひとり暮らし高齢者

が，安心して生活できるような地域

づくりを目的として，近隣の方々で

見守りネットワークを組織し，声か

けや見守りをとおして，日々の安否

の確認等を行う。

ネットワーク

数
792 771 686 648 610

地域の実情に合わせ，無理

のない範囲でさりげない声

かけや見守りが行えるよ

う，高齢者が集う機会にお

いて，当事業の目的や現状

を周知していく。

637
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基本目標１　ふれあいと助け合いのある地域づくり

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
実績を踏まえての方針

1-3 助け合い「くら

し」を支える
30 高齢福祉課

スーパー

マーケット

における

フレイル

予防の

啓発活動

事業

-

高齢者が日常的に利用するスーパー

マーケットに出向き，普段「通いの

場」に参加しない高齢者に対して

も，フレイル予防啓発を実施する。

また，地域の体操教室の周知や必要

に応じ地域包括支援センターへ繋

ぐ。

協力店舗での

開催回数
- - - 1 2

高齢者が買い物の機会に正

しい知識を得られる環境づ

くりを推進するため，スー

パーマーケットを活用した

フレイル予防の普及啓発を

拡充していく。

10

1-3 助け合い「くら

し」を支える
31 高齢福祉課

1-3 助け合い「くら

し」を支える
32

子ども政策

課

ファミリー

サポート

センター

社協

地域において育児の手助けを受けた

い方や高齢・心身に障害のある方で

生活の手助けを受けたい方（利用会

員）と，手助けができる方（協力会

員）を仲介し，地域における会員間

の相互援助活動が円滑に進むようセ

ンター業務を行う。

提供サービスの内容等につ

いて委託機関と協議し，利

用促進を図るとともに，引

き続き必要とする方へ支援

が行き届くよう，事業の周

知及び協力会員の確保に努

める。

協力会員数前年度実績以上
会員数及び利

用回数・時間

＜協力会員＞

育児41名

生活68名

育児・生活

161名

【参考】

＜利用会員＞

育児763名

生活124名

＜両方会員＞

17名

＜利用回数＞

育児316回

546時間

生活1,237回

1,525時間

＜協力会員＞

育児46名

生活65名

育児・生活

164名

【参考】

＜利用会員＞

育児840名

生活119名

＜両方会員＞

20名

＜利用回数＞

育児698回

1,520時間

生活1,501回

1,819時間

＜協力会員＞

育児53名

生活60名

育児・生活

168名

【参考】

＜利用会員＞

育児1,001名

生活141名

＜両方会員＞

20名

＜利用回数＞

育児686回

1,575時間

生活2,006回

2,596時間

＜協力会員＞

育児57名

生活55名

育児・生活

179名

【参考】

＜利用会員＞

育児1,044名

生活173名

＜両方会員＞

21名

＜利用回数＞

育児602回

1,354時間

生活2,125回

2,737時間

＜協力会員＞

育児56名

生活55名

育児・生活

174名

【参考】

＜利用会員＞

育児1,048名

生活162名

＜両方会員＞

21名

＜利用回数＞

育児775回

1,527時間

生活2,147回

2,574時間
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基本目標２　誰もが安心して利用できる福祉の推進

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

2-1 充実した情報提

供
33 各担当課 情報発信 -

ホームページや広報紙，事業のチラ

シなどを利用し，適切な時期に分か

りやすく福祉サービスやイベントな

どの内容を提供する。

- 継続 継続 継続 継続 継続  

2-1 充実した情報提

供
34

社協

地域福祉課

福祉広報

活動
-

広報紙「福祉ひたちなか」やホーム

ページ等で社会福祉協議会が行う各

種事業や福祉の情報を市民に発信す

る。

広報紙発行部

数，HP閲覧件

数（１か月平

均）

41,800部

4,420件

41,800部

3,674件

39,800部

3,753件

39,800部

3,887件

39,800部

  4,444件

広報紙は引き続き発行し、

併せてHPの整備やSNS等の

活用に注力する。

1か月のホームページ閲覧数

7,000件

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
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基本目標２　誰もが安心して利用できる福祉の推進

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

35 生活支援課

生活保護

受給者等

就労自立

促進事業

（ハロー

ワークへ依

頼）

生活保護受給者等（被保護者，生活

困窮者などをいう。以下同じ。）及

び児童扶養手当受給者に対して，就

労支援協定を締結したハロ－ワーク

水戸と連携し，就労意欲の喚起や求

人情報の提供など，その人に合った

きめ細かな支援を行いながら，早期

就労による経済的な自立を目指して

いく。

就労達成率

（就労達成者

延件数／支援

対象者延件

数）

66.67

（＝20/30）

80

（＝12/15）

62.50

（＝15/24）

76.19

（＝16/21）

61.90

（＝13/21）
継続して事業を実施

本人の希望や状態に沿った

様々な支援や助言を行うとと

もに，ハローワーク水戸と連

携した早期就労による経済

的・社会的自立を促進する。

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

36 生活支援課

生活保護

受給者等

就労支援

事業

-

生活保護受給者等に対して，生活支

援課内に配置した就労支援員を積極

的に活用し，就労意欲の喚起や求人

情報の提供，協力事業所との連携，

面接の練習等，就労に関する指導や

助言を行うことによって，早期就労

による自立の促進を目指していく。

就労達成率

（就労達成者

延件数／支援

対象者延件

数）

72.97

(＝54/74)

75

(＝45/60)

58.18

(＝32/55)

51.89

(＝41/79）

57.14

(＝56/98）
継続して事業を実施

本人の希望や状態に沿った

様々な支援や助言を行い，早

期就労による経済的・社会的

自立を促進する。

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

37 生活支援課
就労準備

支援事業
-

生活保護受給者等に対して，生活支

援課内に配置した就労支援員を積極

的に活用し，就労に従事する準備と

しての基礎能力の形成を目的に，日

常生活自立（生活リズムを整えるな

ど）に関する支援・社会生活自立

（他者との適切なコミュニケーショ

ンなど）に関する支援を行うととも

に，就労自立（福祉施設や事業所で

の就労体験等を行い，就労に向けた

履歴書記載指導，面接指導など）に

関する支援を行う。

支援者数 2 1 3 5 5

相談者及び相談者の家族等

で支援が必要だと考えられ

る方にアウトリーチなどを

行い，個々の事情に応じた

支援を提供する。

支援が必要だと考えられる方

及びその就労阻害要因などの

把握に努め，きめ細かな支援

を行いながら本事業の利用促

進を図る。

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

38 障害福祉課

地域活動

支援

センター

運営補助

補助団体：

社会福祉法

人はまぎく

の会，社会

福祉法人町

にくらす会

障害者等に創作活動や生産活動など

の機会の提供，地域社会との交流促

進，相談に応じた情報提供などを行

い，障害者等の地域生活支援の促進

を図る。

箇所数 3 3 3 3 3
利用実績に合わせ持続可能

な支援方針を検討する
2

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

39 障害福祉課

障害者相談

支援事業

（委託）

社協，NPO

法人生活支

援ネット

ワークこも

れび

障害者等からの相談に応じ，必要な

情報提供，権利擁護のために必要な

援助及び関係機関との連絡調整など

を行い，障害者等が地域で自立した

日常生活または社会生活を営むこと

を支援する。

箇所数 2 2 2 2 2
身近な相談窓口として充

実・強化を図る
2
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基本目標２　誰もが安心して利用できる福祉の推進

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

40 高齢福祉課

認知症

高齢者

支援

-

認知症への正しい理解の普及・啓発

の一環として，認知症を正しく理解

し，認知症高齢者等の在宅生活を温

かく見守ることができる地域づくり

を目的に，「認知症サポーター養成

講座」の開催を支援する。

認知症サポー

ター養成数
248人 670人 1,275人 1,477人 1,520人

講座をSNS等で周知し，受

講人数の増加を図る。
9,000人／延

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

41
社協

地域福祉課
高齢者相談 -

市内75歳以上の高齢者ふたり世帯、

日中独居者(市内に居住する70歳以上

で月～金曜日の間で4日以上日中「概

ね9時から17時まで」に自宅にひとり

でいる方)を対象に訪問し、日常生活

や健康上の相談に対応。対象者から

の相談内容に応じて、地域包括支援

センター（おとしより相談セン

ター）等関係機関へ情報提供し、連

携を図る。

高齢者ふたり

世帯(二人とも

75歳以上)

，日中独居者

(70歳以上)

406世帯

16世帯

307世帯

15世帯

541世帯

15世帯

449世帯

15世帯

451世帯

19世帯

身近な相談窓口として、関

係機関等との連携を図りな

がら、適切かつ円滑に必要

な福祉情報を提供できるよ

う努める

引き続き関係機関等との連携

を図りながら、対象者の生活

課題を把握し、適切かつ円滑

に必要な福祉情報の提供に努

める

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

42
社協

地域福祉課

日常生活

自立支援

事業

-

市内に居住する認知症高齢者・知的

障がい者・精神障がい者などで、判

断能力が不十分な方を対象に利用者

本人と契約を結び、福祉サービスの

利用手続きや金銭管理のお手伝いを

して日常生活をサポートする。利用者

の希望をもとに専門員が適切な支援

計画をつくり、生活支援員がサービ

スを提供する。

利用者数 24 26 26 27 28

専門員、生活支援員のスキ

ルアップを図り，継続して

事業を実施

専門員、生活支援員(担い手の

確保・育成含)のスキルアップ

を図り、関係機関と連携しな

がら、利用者への安定した日

常生活の支援に努める
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基本目標２　誰もが安心して利用できる福祉の推進

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

43
社協

地域福祉課

法人後見

サポート

事業

判断能力の十分でない高齢者や障害

者の権利や財産を守る。親族がいな

い、もしくは、様々な理由により親

族が後見人になれない場合でも法人

として成年後見人等になり、本人に

代わって金銭管理、及び身上保護を

行い、安心して生活が送れるように

支援する。

利用者数 2 3 4 6 7
職員のスキルアップを図

り，継続して事業を実施

関係機関と連携しながら、利

用者への安定した日常生活の

支援に努める

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

44
社協

地域福祉課

資金貸付

・

食料支援

事業

市内に居住している低所得世帯等

が、緊急的かつ一時的に生活が困窮

してしまった場合に、経済的に支え

る生活福祉資金貸付や小口資金貸付

を設けており、生活の再建を目指す

方を支援することを目的としている。

また、 生活の立て直し期間中に、緊

急で食料が必要となる世帯に対し

て、食料の提供を行っている。生活

に困窮している方が経済的な支援を

受けながら、生活の立て直しを包括

的に図る。

利用件数

生活福祉資金

０件

コロナ特例

915件

小口貸付資金

０件

食料支援

70件

生活福祉資金

０件

コロナ特例

129件

小口貸付資金

1件

　

食料支援

69件

生活福祉資金

０件

コロナ特例

3,032件

小口貸付資金

０件

　

食料支援

68件

生活福祉資金

０件

新型特例

０件

小口貸付資金

０件

食料支援

61件

生活福祉資金

０件

新型特例

０件

小口貸付資金

０件

食料支援

37件

支援の質の向上を図り、継

続して事業を実施

市の生活困窮者自立支援機関

と連携し、経済的にお困りの

世帯が抱える課題の解決に応

じて支援に努める

2-2 包括的な相談体

制の構築・連携の

強化

45
社協

地域福祉課

災害

ボラン

ティア

関連事業

-

災害発生時による多様な市民ニーズ

に対応できるよう平常時から他機関

と連携を図る。

- - - - -

ひたちなか市

災害ボラン

ティアネット

ワーク連絡会

5団体

先進地視察研

修

5団体

災害ボラン

ティア養成講

座14人

災害ボラン

ティアセン

ター設置運営

訓練30人

継続して事業を実施

災害Vセンターの設置運営訓

練及び災害V養成講座では、

感染症対策をふまえた運営及

び活動における注意点・問題

点（受付の流れ、消毒方法、

福祉避難所と災害Vセンター

運営の併設、職員の効果的な

声掛け等）を想定し企画を立

案・実施していく。
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基本目標３　ボランティア・地域福祉活動の活性化

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

46 地域福祉課

社会福祉

協議会に

対する補助

-
社会福祉協議会に対して，人件費等

についての支援を実施する。
- - - - - - 継続して事業を実施 -

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

47 障害福祉課

障害者優先

調達推進法

に基づく

物品・役務

の調達推進

-

障害者就労施設等で働く障害者の就

労環境向上のため，市が発注する物

品・役務で障害者就労施設等からの

調達が可能な物品については，優先

して調達するよう調達目標を定め，推

進に努める。

物品等調達額 2,457,095円 2,794,320円 2,893,518円 3,063,073円 3,038,585円
庁内での周知に努め，更な

る推進を図る。
前年実績以上

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

48 障害福祉課

合理的配慮

推進事業

補助金

-

商業者や地域の団体が，障害のある

方に必要な合理的配慮を提供するた

めにかかる費用を助成する。

補助金交付件

数
2 0 1 0 0

市報等を活用して補助制度

の周知に努める。
前年実績以上

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

49
子ども政策

課

放課後の

子どもの

居場所

づくり

運営補助

-

社会性を身に付ける年齢である小学

校高学年の子どもたちが放課後に地

域の人たちと過ごすことができる居

場所を市内に広げるため，既に活動

をしている団体・個人や立ち上げを希

望する団体・個人を支援する。

また，長松子ども館や子どもふれあ

い館といった既存の取組との整合性

を図りながら，運営支援を行ってい

く。

居場所開設数 6 6 6 5 7

開設支援については，将来

にわたる持続的な運営がで

きるよう助言や情報提供に

努めていく。運営支援につ

いては交流会等の機会をと

おして意見・要望を聴取

し，それぞれの団体に寄り

添った支援を続けていく。

10

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

50
子ども政策

課

プレーパー

ク活動支援

事業

-

子どもが主体的に考えながら，屋外

で思い切り遊ぶことができる場を提

供するプレーパーク活動について，

実施団体等の行う普及啓発の取組を

支援する。

実施団体数 1 1 1 2 2

（公園だけでなく駅前や公

共施設等での実施など）活

動場所の拡充について検討

しながら，地域住民や地域

団体と連携し，交流できる

場となるよう活動を支援し

ていく。

2

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

51
社協

地域福祉課

ふれあい

いきいき

サロン活動

-

市民参加の小地域活動として，ふれ

あいいきいきサロンの全市的な広が

りの推進を図るため，それに要する

活動経費を補助する。さらに，サロ

ン活動時の交流を図るための外出活

動を支援する。

サロン数 58 55 54 53 51 継続して事業を実施
サロンの継続

（55サロン以上）

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
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基本目標３　ボランティア・地域福祉活動の活性化

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

52
社協

地域福祉課

支部福祉

活動の推進
-

市内全域自治会を基本単位として社

協支部と位置付け，地域住民の交流

事業や，地域福祉に係る住民理解の

啓発，更には高齢者・障がい者など

支援が必要な方々に対する支えあい

の活動の実践に取り組む。

支部長連絡協議会・小地域ネット

ワーク啓発会議の開催および小地域

ネットワーク組織への支援，支部福

祉活動助成金，補助金，小地域ネッ

トワーク啓発助成金の交付

支部数 83 83 84 84 84 継続して事業を実施

支部長連絡協議会は必要に応

じて中学校区で実施するなど

柔軟に対応していく。

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

53
社協

地域福祉課

障害者

福祉団体

への支援

-

障害者福祉団体同士の情報交換や、

交流・学習機会を持つことを目的

とした「心身障害者連絡協議会」の

運営を支援する。

・社会福祉活動の増進を図るため、

団体等（営利法人を除く）に対し事

業費等を助成する。

- - - - - -
団体と密な情報共有を行

い，事業を継続。

今後も継続して社会福祉の増

進を主たる目的として活動す

る団体及び事業に対し相談対

応・事業経費等を助成する。

3-1 ボランティア・

地域福祉団体への

助成等

54
社協

地域福祉課

子ども食堂

支援事業
-

孤食・孤立を防止し、誰もが安心し

て過ごせる環境づくりを行っている

『子ども食堂（地域食堂）』を運営

する団体に助成することによって、

地域の居場所づくりを支援する。

団体数 7 8 8 7 7 継続して事業を実施。 前年実績以上
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基本目標４　安全で住みよい地域社会の実現‐再犯防止の推進‐

指標名 R3 R4 R5 R6 R7

4-1 更生保護団体等

への活動支援
55 地域福祉課

更生保護

団体への

活動支援

-

更生保護活動を支える保護司会，更

生保護女性の会等，更生保護団体へ

の活動を支援する。

- - - - - - 継続して事業を実施 -

4-2 犯罪や非行の防

止と更生への理解

促進

56 地域福祉課

社会を

明るくする

運動

協働

（県・東地

区保護司

会・市更生

保護女性の

会等）

安全で住みよい地域社会の実現のた

め，地域社会が主体となって犯罪防

止活動を行っていく。また，犯罪や

非行をした人の改善更生及び再犯防

止を図る。更生保護の役割や重要性

を市民や地域社会に理解してもらう

ため，更生保護について広報する機

会として“社会を明るくする運動”の推

進を図っていく。７月を“社会を明る

くする運動”強調月間として，講演会

や街頭キャンペーンを実施する。

社会を明るく

する運動実績

講演会151人

街頭キャン

ペーン

未実施

講演会147名

　

街頭キャン

ペーン50人

講演会268人

街頭キャン

ペーン57人

講演会228人

街頭キャン

ペーン53人

講演会192人

街頭キャン

ペーン68人

継続して事業を実施

安全で住みよい地域社会の実

現のため，一層効果的かつ積

極的な推進を図る

目標

-施策
NO 担当課 事業名 実績を踏まえての方針

目標

(R10)
委託先 概　要

実績
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